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大規模地震後の陥没予防手法の検討－平成 30 年北海道胆振東部地震の事例より－ 
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1.はじめに 平成 30 年 9 月 6 日に発生した平成 30 年北海道胆

振東部地震(以下、胆振地震)は、北海道において初観測となる震

度 7 を記録し、甚大な被害をもたらした。地震直後に道路陥没

を防ぎ交通ネットワークの安全を確保するため、被災地域の直

轄国道において路面下空洞探査を実施した結果、陥没危険度の

高い空洞を多数検知した 1)。さらに 1 年後、新規空洞の発生およ

び成長を確認する目的で再び路面下空洞探査を実施した。本稿

では、大規模地震から時間が経過した際の空洞の挙動に関する

知見の共有を目的に、被災地域の空洞発生状況を報告する。 

2.調査概要 胆振地震地域の地震発生履歴および空洞探査履歴

を図 1 に示す。当地域での地震は(a)平成 30 年 9 月 6 日に最大

震度 7 の本震、(b)平成 30 年 10 月 5 日に最大震度 5 弱の余震、

(c)平成 31 年 2 月 21 日に最大震度 6 弱の余震が発生した。空洞

探査は(1)平成 27 年～平成 28 年の地震発生前、(2)平成 30 年 9

月の地震直後、(3)令和元年 8 月の地震 1 年後に実施した。以下、

地震前と地震後の両方で探査した区間(路線延長 138km)を対象

として扱う。 

3.胆振地震地域の空洞数推移 胆振地震地域では地震直後、地

震 1 年後ともに空洞が増加した(図 2)。北海道の空洞多発区間に

おける平時※1 の新規発生率※2 は 4%となった事例があり、これ

をもとに試算すると、地震前の空洞 22 箇所に対し、年あたり 1

箇所程度増加する想定となる。しかし、これと比較しても地震

直後は 45 箇所、地震 1 年後も 11 箇所増加し、地震直後だけで

なく地震 1年後も平時に比べ多くの空洞が新たに発生していた。 

※1 北海道の直轄国道の胆振地震被災地域外にて1年間隔の

経過観察を行い、新規発生や挙動の有無を確認した。 

※2 新規発生率…年あたりの新規空洞発生率。 

新規箇所数 ／ (新規 ＋ 挙動あり ＋ 挙動なし箇所数) ／ 

経過年数 

4.陥没危険度評価の変化 北海道の直轄国道では、探査された

空洞への対応優先度を検討する際に、空洞の上端の深さと広がりの短辺長を用いて 3 段階(ABC)で陥没危険度

の評価を行っている(図 3)。地震前～地震 1 年後の陥没危険度推移を図 4 に示す。地震直後は陥没危険度：高

(A)と陥没危険度：低(C)で(1)地震前より高く、特に A は 7.7 倍にもなった。地震 1 年後は、地震直後からさ

らに A が 1.2 倍に増加した。また、図 5 は地震後に新規に発生した箇所の陥没危険度内訳を示したものであ

るが、地震直後の新規箇所は半数程度が A、地震 1 年後はほとんど A であった。 

 
図 1 地震発生、空洞探査履歴 

 
図 2 胆振地震地域の空洞数推移 

 
図 3 陥没危険度評価基準 
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また、図 6 は地震後に拡大・上昇等の挙動が確認された箇所の陥没

危険度変化を示したものであるが、地震直後、地震 1 年後ともに、B、

C から A への変化が確認された。 

3.に示したとおり、地震直後および 1 年後に空洞が多発することに

加え、震災時は空洞の陥没危険性が高くなること、その後も危険性の

高い空洞が増加することから、適切な対策が必要となる。 

5.胆振地震地域における今後の対応 当地域での地震1年後における

変化の理由は、2 度の余震の影響を受けた可能性と、本震で生じた地

盤のゆるみや埋設物等の損傷が長期的に影響を及ぼしている可能性

の 2 つが考えられる。余震が収まった後に空洞発生が収束するかは確

認されていないことから、モニタリングを継続して収束時期を把握し

ていくことが望まれる。 

6.大規模地震後のモニタリング調査による陥没予防の提案 北海道

胆振東部地震の分析過程における知見から得られた、発災後の空洞数

推移、およびモニタリング調査のイメージを図 7 に示す。同図をもと

に、今後大規模地震が発生した場合の、他地域におけるモニタリング

調査の実施に関する現時点での提案を以下に示す。 

①地震直後は陥没の危険性の高い空洞が増加するため、早期に空洞探

査を実施し陥没危険度の高い空洞を補修することで災害復旧期の

陥没を防ぐ。 

②地震から 1 年後も空洞発生数の増加傾向は収束せず、さらに地震直

後には危険度が低かった空洞の危険度が高まることから、モニタリ

ング調査を実施して陥没危険度の高い空洞を早期に検知するのが

望ましい。 

③特に、震度 5 以上の余震 2)

や豪雨災害、地下水位の上昇

は空洞発生が懸念されるた

め、モニタリング探査を行う

ことを推奨する。 

 

今回はモニタリング調査の

時期について提案を行った。今

後は、実施するべき場所の条件

(埋設物、地下水位、地盤条件

等)を明らかにしていきたい。 
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図 4 地震前後の陥没危険度推移 

地震直後 H30 地震 1年後 R01 

  

図 5 新規箇所の陥没危険度内訳 

地震直後 H30 地震 1年後 R01 

  

図 6 挙動あり箇所の陥没危険度 

変化 

 
図 7 地震被災後の空洞数推移およびモニタリング調査時期(例) 
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